
都市再生総合整備事業等に係る新規採択時評価実施要領細目 
 
第１  評価の対象とする事業の範囲 

  「都市再生推進事業制度要綱」（平成１２年３月２４日  建設省経宅発第３７－２号、
建設省都計発第３５－２号、建設省住街発第２３号）でいうところの都市再生総合整備

事業における都市再生総合整備事業（総合整備型）、都市再生総合整備事業（拠点整備型）

のうち都市拠点形成特定事業調査を除く事業、及び先導的都市整備事業における市街地

環境整備事業のうち市街地環境整備特定事業調査を除く事業とする。 
 
第２  評価を実施する事業の単位 
原則として、都市再生総合整備事業（総合整備型）においては都市・居住環境整備重

点地域を、都市再生総合整備事業（拠点整備型）及び市街地環境整備事業においては整

備地区を１つの事業単位とする。 
 
第３  評価の実施及び結果等の公表 
１  評価の実施手続き 
（１） 評価資料の作成主体 

同一事業単位において事業主体が複数ある場合には、各事業主体が共同で評価

に係る資料の作成を行う。 
（２）評価に係る資料 

  評価に係る資料は、事業概要に加え、別に定める客観的評価指標（案）の確認
に必要な資料とする。なお、必要に応じ資料の追加等ができるものとする。 

 
２  評価結果、採択箇所等の公表方法 
国土交通本省における閲覧等によるものとする。 

 
第４  評価の手法 
１  評価手法 
評価は、別に定める客観的評価指標（案）を用いて行うものとする。 

 
２  評価手法研究委員会の設置 
評価手法研究委員会に関する規定は、別に定める。 

 
３  評価手法の公表方法 
国土交通本省における閲覧等によるものとする。 

 
第５  施行期日 

  本細目は、平成１４年  ８月１９日から施行する。 



都市再生総合整備事業及び市街地環境整備事業の新規採択時客観的評価指標（案） 

 

 

＜事業採択の前提条件を確認するための指標＞ 

①投資効果の有無 

 

 

②円滑な事業執行の環境が整っ

ている 

・ B/C≧1.0（都市再生総合整備事業（総合整備型）

については、これと併せて通常事業の場合よりも

B/C が大きいことが必要） 

・ 事業に対する地元の熟度が高いなど、円滑な事業

執行の環境が整っている 

 

 

＜事業の効果や必要性を評価するための指標＞ 

（１）事業対象地区の状況と課

題 

・ 都市の形成過程を踏まえた都市構造及び事業対

象地区の都市構造上の位置付け、潜在力等につい

ての現状分析が行われている 

・ 事業対象地区の事業課題についての社会的、構造

的な分析がなされている 

・ 数値指標により事業対象地区の課題を点検でき

る 

（２）目標とする地域像 ・ 都市構造が改善された場合の地域の姿を具体的

に想定できる 

・ 計画期間内において段階毎に得られる事業効果

について明確に示すことができる 

（３）都市の課題を解決する計

画の考え方又は見通し 

・ 上位計画等に位置付けられている 

・ 民間事業者等の関係者間の調整及び住民の合意

形成等に努めている 

・ 事業の内容が、事業対象地区の課題や目標とする

地域像との関連で明確である 

（４）総合的な事業展開による

効果 

・ 関連事業や基幹的事業との間の相乗効果や波及

効果が見込まれる 

・ 産業政策等、他の政策との連携による効果が見込

まれる 

・ 民間都市開発の誘導効果等、事業全体としての促

進効果が見込まれる 

・ 新たな都市機能の導入や土地の有効高度利用等、

新たな都市拠点の形成が見込まれる 

 




